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Ⅰ 方針改訂の趣旨          

 

１ 背景 

   近年、社会環境は急激に変化しています。地方分権の進展、少子・高齢化、国際化、

高度情報化、住民の価値観の多様化など、地方自治体を取り巻く社会経済情勢が急激

に変化している中、東日本大震災が発生し、本市は大きな転換期を迎え、新たな社会

的課題に対し具体的な成果をあげることが求められており、これらの変化に的確に対

応するため、これまでの課題や今後の方向性について整理を行い、さらに効果的で実

効性の高い人材育成基本方針を策定する必要があります。 

「石巻市人材育成基本方針」は、本市の抱える様々な行政課題に適切に対応し、住

民福祉の一層の向上を図るため、本市が求める職員像を明らかにするとともに、職員

像実現とそのために必要な能力開発への取り組みを総合的視点から定め、「震災復興期

間における本市の人材育成の指針」とするものです。 

 

２ 人材育成の重要性 

行政運営には、企業と同様、「人」「もの」「金」「情報」「時間」の５つの資源が必要

とされますが、この中で「人」以外の４つの資源をうまく使いこなせるかどうかは「人」

次第となることから、「人」は一番重要な資源と言えます。 

 組織における人材とは、優れた能力を備え、それを職務の中で十二分に発揮して、

組織目標の達成に貢献できる職員のことであり、男女を問わず職員をそのような者と

して育てることが人材育成です。 

本市ではこれまでも事務の効率化や合理化を進め、市で掲げる重要施策の推進に取

り組んできましたが、今後は地方分権の進展と相まって、多様化する市民ニーズ等、

行政課題の専門化、多様化、複雑化への対応だけにとどまらず、震災復興基本計画に

掲げる再生期及び発展期を担う人材を育成し、少数精鋭主義による効率的な行政運営

を行うことが求められており、それらに対応できる人材を育成していくことが、直接、

市民への質の高い行政サービスを提供する上で重要となります。 

 

３ 石巻市に求められるもの 

  本市をめぐる状況の変化はその規模もスピードも一段と増しており、震災からの復

興、少子高齢化、地域活性化など多くの課題に向き合い、高度化・多様化した市民ニ

ーズに対応した行政サービスをいかに提供するかが大きな課題となっています。 

魅力あるまちづくりのため、これまで以上に、環境の変化に応じて、広い視野と高

い観点からの創意工夫、柔軟な対応、市民視点での行政運営が求められています。 

このような点から、石巻市の行政運営に求められるものとして以下の５項目を設定

します。 
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(1) 市民本位の行政運営 

高度化・多様化する市民ニーズに的確かつ迅速に対応し、市民の視点に立った市

民本位の行政運営が求められています。 

 

(2) 地域の実情に応じた個性ある政策の実施 

地域の課題解決に向けて、地域の特性を活かしつつ、先見性のある政策を実施す

ることが求められています。 

 

(3) 効率的な行政運営 

厳しい財政状況の中、効率的で効果的な行政運営を行うためのコスト意識や都市

経営感覚を持った効率的かつ戦略的な行政運営が求められています。 

 

(4) 市民に信頼される透明性ある行政運営 

情報公開を積極的に進め、政策の企画、変更、評価等のあらゆる段階で市民コン

センサスの確保と市民への説明責任の明確化が求められています。 

 

(5) 危機管理を意識した行政運営 

東日本大震災を教訓として、行政が抱える様々な危機から市民を守るため、起こ

りうる多様な危機・事態を想定した行政運営が求められています。 
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４ 求められる職員像 

 本市の人材育成にあたっては、前述した「石巻市に求められるもの」を実現するため

に「求められる職員像」＝「育成すべき職員像」として、次に示す意識を有し、その役

割を果たす職員の育成に取り組みます。 

 

１ 求められる意識 

職 員 像 要 件 

市民感覚 

を有する職員 

常に市民の立場に立ってものを考え、行動できる職員 

常に質の高い市民サービスを心がけ職務に当たる職員 

市民ニーズを的確に把握し、対応できる職員 

チャレンジ精神 

を有する職員 

高い目標を掲げ、新しい課題に積極果敢に取り組む職員 

慣習、前例にとらわれず、常に改善・改革を心がけ職務に当たる職員 

環境の変化に柔軟に対応し、独自の発想で企画・立案できる職員 

経営感覚 

を有する職員 

コスト意識をもって、計画的・効率的に職務を遂行できる職員 

費用対効果や受益者負担を意識しながら企画・立案できる職員 

組織の方針を的確に把握し、自分に求められる役割を果たせる職員 

豊かな人間性 

を有する職員 

常に人間としての成長を指向する旺盛な向上心を持つ職員 

全体の奉仕者として使命感と情熱を持ち、市民に信頼される職員 

地域住民と積極的に関わり、地域活動に貢献する職員 

危機管理意識 

を有する職員 

常に危機管理のための問題意識を有する職員 

不測の事態に備え、問題の未然防止を講じることのできる職員 

危機発生時において迅速かつ的確に対応できる職員 
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  ２ 求められる役割 

職階 求められる役割 

部次長級  全市的な広い視野と識見で、市政の基本的な施策や重要事項の審

議・決定に参画するとともに、所管業務を円滑に遂行するための総責

任を担う。 

課長級  組織に求められている役割、課題を認識し、課として目標を設定す

るとともに、良好な職場環境づくり、職員の管理・育成を行い、業務

遂行のために必要なマネジメント等を通して、組織力を最大限に引き

出す役割と責任を担う。 

課長補佐級 課の課題の解決、目標実現に向けて、適切な判断を行うための情報

提供や意見具申を課長に行い、具体的な政策の企画、立案、実施に向

け主体的に行動するとともに、課長の代理及び調整役としての役割を

担う。 

主査級  所管業務について高度な実務知識を有し、知識と経験を生かした業

務の遂行・管理・改善、部下への適切な指導を行い、所管業務の中心

的役割を担う。 

主任級  担当業務について専門的な実務知識を有し、計画的かつ適切に処理

する業務執行役を担う。 

主事級  職務の遂行に必要な専門的な実務知識を身に付け、担当業務の確実

な執行役を担う。 
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Ⅱ 施策の基本方向                  

 

職員の能力や資質の向上には、職員一人一人が常に向上心を持って自己啓発に取り組む

姿勢が大切ですが、その職員の能力向上のための自発的な取り組みを支援する制度や職員

研修の充実、職員が能力を発揮できる職場環境の整備、職員の意欲や能力を最大限に引き

出す人事管理システムの構築など、職員の自己啓発意欲の向上や能力の開発を促す環境を

整備する必要があります。 

人材育成の施策の基本方向として、「意欲と能力を高める職員研修」、「能力を高め発揮で

きる職場風土」、「意欲と能力を引き出す人事管理」の３つに区分し、それぞれの施策にお

いて既存の制度や取り組みを人材育成という観点から見直すとともに、これら全てが総合

的・有機的に機能を発揮することによって、はじめて人材育成が実りあるものとなります。 

 

 

１ 意欲と能力を高める職員研修 

職員研修は、教育と啓発によって、職員個人の意欲と能力を高めようとするものであ

り、人材育成の中心的手法と言えます。中でも職場における日常業務を通じてのＯＪＴ

（on-the-job-training：職場研修）は職員研修の基本であり、職業人形成に大きな影

響を及ぼすことから、ＯＪＴを積極的に推進していくことが重要です。 

しかし、新規採用から管理職層まで、それぞれの職階において求められる能力や役割

は様々であり、そのすべてをＯＪＴにより習得することは出来ません。このため、ＯＪ

Ｔを補完する効果的な職場外研修や自己啓発への支援を充実することにより、より効果

的な職員研修を図っていく必要があります。 

職員研修を推進するに当たっては、人事管理との連携も図りながら、「自己啓発の促

進」、「ＯＪＴの推進」、「職場外研修の推進」の３つを柱とし、効果的な連携によって個々

の職員の総合的な能力開発を図ります。 

 

 
 

 

 （１）自己啓発の促進 

自己啓発とは、職員が自分に必要な知識や能力を自ら認識し、自分の意思をもって能力

の開発・向上のために学習することです。したがって、自己啓発は能力開発の基礎であ

り、その促進を図ることは最も基本的な方策と言えます。 

意欲と能力を高める 

職員研修 

自己啓発の促進 ＯＪＴの推進 職場外研修の推進 
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自己啓発を促進するため、各種助成制度や情報提供などを充実するとともに、効果的な

研修の実施や学習的職場風土の形成、さらに、人事管理との連携も強化していきます。 

 

 （２）ＯＪＴ（職場研修）の推進 

人材は職場における業務を通じて育つものであり、ＯＪＴは人材育成の最も重要な役割

を占めます。しかし、ＯＪＴは日常の業務が中心となるため、指導する側に指導・育成

の意識が欠けたり、教育は仕事以外の余分な仕事と言う意識が生じたりすることもあり

ます。 

ＯＪＴ成功の鍵は、その職場の管理監督者をはじめとし、同僚や先輩の取り組み姿勢に

よるところが大きいことから、これら職員への意識啓発や技術の習得に向けた取り組み

を積極的に推進していくとともに、ＯＪＴを実践するための仕組みづくりを行っていき

ます。 

 

（３）職場外研修の推進 

職場外研修は大きく分けると、職階や職種ごとに行う集合研修と、研修所等へ派遣する

派遣研修の２つに分けられます。 

集合研修は、職階や職種ごとに必要とされる基本的能力や知識の習得のほか、多数の職

員が受講するため、受講者間の相互啓発により、視野の拡大や自分の欠点の認識等が図

られることも期待できます。集合研修を効果的に行うためには、職員の能力や時代の変

化などを踏まえながら、採用から退職までの全期間を通じての研修体系を確立し、長期

的かつ計画的に取り組んでいくことが重要です。 

派遣研修は、日常の業務とは異なる環境での「体験」を通して、先進的でより高度な専

門知識や技術を習得する上で有効です。したがって、職員や職場のニーズを把握しなが

ら、時代の変化に即応した効果的な研修を推進するとともに、職員の自主性やチャレン

ジ精神を高める方策を講じていきます。 

 

 

職場外研修体系 

集合研修 

新規採用職員研修 

一般職員研修 

監督者研修 

管理者研修 

職種別研修 

派遣研修 
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２ 能力を高め発揮できる職場風土 

   組織や職場の体質、雰囲気は、職員の学習意欲に大きな影響を及ぼします。 

   学習的職場風土づくりを推進するに当たっては、「目的にあった組織運営」、「コミュ

ニケーションの活性化」、「目標と評価による行政運営」の３つを柱として具体的な取

り組みを行っていきます。 

 

 
 

（１）目的にあった組織運営 

高度化・多様化する市民ニーズに迅速かつ的確に対応していくためには、職員の能力

や資質を最大限に発揮できる柔軟かつ機動性の高い組織形態とその効果的な運営が必要

となります。 

  そのためには、職場の管理監督者が仕事や職員を適切に管理する能力を持つとともに、

職員を有効に活用しやすい組織形態が求められます。 

 

（２）コミュニケーションの活性化 

 職場内のコミュニケーションを活性化していくためには、職員一人一人が職場の中に

相互啓発的な雰囲気を作り上げられるように意識的に努力する必要がありますが、とり

わけ職場を預かる管理監督者が、職員を育成し職場を活性化することを自らの職務と認

識し積極的に取り組む姿勢を持つことが最も重要であり、また、そのための環境づくり

が必要です。 

 

（３）目標と評価による行政運営 

職場を活性化するためには、部・課・グループなどの組織の目標を共有化した上で、

職員一人一人の業務目標を設定し、業務の進行状況を管理しながら、職員の能力や仕事

に対する取組姿勢や成果を適切に評価するなど、目標と評価による行政運営手法の導入

に努めてきましたが、今後とも積極的に取り組んで行く必要があります。 

 

  

能力を高め発揮できる 

職場風土 

目的にあった組織運営 
コミュニケーション 

の活性化 

目標と評価による 

行政運営 
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３ 意欲と能力を引き出す人事管理 

   人事管理の目的は、組織の目標達成に向けた職員の育成と効率的な活用を図り、組

織を活性化することにあります。 

職員一人一人の能力や実績が公正かつ的確に評価され、これが処遇や必要な能力開

発に適正に反映されることが、モチベーションの向上につながり、それが組織の活性

化をもたらすこととなります。 

したがって、人材の確保や人材の活用、成績に基づく評価・処遇など、人事管理全

般にわたっての新たな総合的な仕組みづくりが必要となります。 

   人事管理を推進するに当たって、「人材の確保」「配置管理」「人事評価制度」の３つ

を柱として、効果的連携を図りながら取り組んでいきます。 

 

 

 

   

 

（１） 人材の確保 

  採用は人材育成の始点であり、高い倫理観と使命感を持ち、向上心の強い人材、

市民の立場で協調性のある温かい人材、幅広い視点を持ち環境の変化に対応できる

人材を確保することが重要です。また、職種によっては、高度化・多様化する住民

ニーズに対応していくために、高度な専門的知識や技術を有する職員を計画的に確

保していく必要もあります。 

そのためには、求められる職員像や具体的な業務内容についての情報を発信し、

学力に偏重せず市民の期待に応えられる能力や資質を持った人材を全国規模で発掘

していく必要があります。 

 

（２） 配置管理の充実 

    人事異動は、様々な経験による能力の開発や活用を通じて、人材の育成と組織の

目標を達成するための重要な手段です。 

高度化・多様化する市民ニーズに的確・柔軟に応える政策を企画立案・実行する

ことが必要であり、男女を問わず、職員の潜在能力の開発や職務能力の向上を図り、

組織を活性化していくことが必要となります。 

そのためには、職員の意欲・適性・能力を把握し、適材適所に配置するための基

準づくりを進める必要があります。 

 

（３） 人事評価制度の確立 

意欲と能力を引き出す 

人事管理 

人材の確保 配置管理の充実 人事評価制度の確立 
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    人事評価制度は、職員の日常の勤務や実績を通じて、その能力や仕事ぶり、適性

などを、組織的、科学的に評価し、給与、昇進、配置、能力開発などの人事管理上

の諸決定の基礎とするもので、地方公務員法の改正により、その導入が義務化され

ました。 

能力及び実績に基づく人事管理を徹底するため、職員個々の適性・能力・実績を

正当に評価する手法やそれに見合う適切な処遇などを検討し、職員の意欲やチャレ

ンジ精神を引き出す公平公正で透明性と納得性のある人事評価制度を確立していく

必要があります。 
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Ⅲ 人材育成の推進体制等           

 

人材育成を推進するためには、部局横断的な全庁一丸となった推進体制と全職員が

自らの立場と役割を自覚した主体的な取り組みが必要不可欠です。 

このため、人材育成推進体制を整備するとともに、職員それぞれの果たすべき責務

を明らかにして、計画的かつ効率的に取り組んでいきます。 

 

 

１ 人材育成推進委員会による取り組み状況の検証 

   人材育成についての具体的な取り組みについて、石巻市人材育成推進委員会が定期

的にその進捗状況を確認するとともに、より実効性の高い人材育成を推進するため、

取り組み状況について検証を行い、より効率的な取り組みを検討・提案します。 

 

 

２ 管理監督者の役割 

管理監督者は、人材育成施策を具体的に実施していく上で極めて重要な役割を担

っており、その人材育成に取り組む姿勢が職員の意識や職場環境に大きな影響を及

ぼすことを自覚し、自己啓発への取り組みや各種研修への参加機会の提供等、職員

一人一人の能力開発について積極的な支援を行っていく必要があります。 

   また、震災後、業務量の増加等により不調を訴える職員が増加しているため、メ

ンタル面も含めた職員の健康管理にも留意し、職員が能力を十分に発揮できる職場

環境づくりに努めることも必要です。 

 

３ 職員の役割 

人材育成の基本は職員の主体的な自己開発であり、職員は、公務員であることは

勿論のこと、職業人の責務として積極的に自己啓発に努める必要があります。 

    また、各職場は人材育成の大きな役割を担っており、単に管理監督者から職員へ

の指導だけでなく、先輩職員による後輩職員の育成や、職員同士がお互いを高めあ

うことによる成長ができる場でもあります。 

    それぞれの職員が、自ら考え、学ぶ姿勢を身につけるとともに、各職場で学びあ

う環境を醸成し、後輩職員の指導・育成に積極的に取り組むことが必要です。 
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ら
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る
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員

像 

 

 意欲と能力を高

める職員研修 

能力を高め発揮

できる職場風土 

意欲と能力を引

き出す人事管理 

 自己啓発の促進 

ＯＪＴ（職場研修）の推進 

 
方針の体系図 

豊かな人間性 

を有する職員 

経営感覚 

を有する職員 

チャレンジ精神 

を有する職員 

市民感覚 

を有する職員 

危機管理意識 

を有する職員 

目的にあった組織運営 

人

材

育

成

の

推

進

体

制

等 

職場外研修の推進 

コミュニケーションの活性化 

目標と評価による行政運営 

人材の確保 

配置管理の充実 

人事評価制度の確立 

１
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